別紙１　予算要求資料・事業評価調書
予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：企業立地対策費
	事業名: 企業立地促進事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　商工労働部　企業誘致課　立地支援係　電話番号：058-272-1111（内3083・6）

　　　　　E-mail：c11342@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：1,973,973千円（前年度予算額：1,145,872千円）
	要求内容


	１　要求の内容


　地域の特性・強みを生かして成長力・競争力の高い企業に重点を置いた企業誘致を推進するため、県内に進出が決定した企業の事業所設置に係る初期投下固定資産取得費（土地、建物、償却資産）等に対して助成。

【補助制度の概要】
（１）対象業種

①技術先端産業 ②コールセンター等 ③一般製造業 

（２）補助内容

　ア　土地・建物及び償却資産を取得する場合

初期投下固定資産取得費の10分の1以内

（限度額10億円。ただし、県営工業団地以外の場合は5億円）

　イ　事業所を賃借する場合（コールセンター、ソリューションセンター等に限る）

事業所賃借料及び通信回線使用料の2分の1以内、新規地元常用雇用者1名につき30万円（限度額3億円。60ヶ月の通算）

	２　所要経費


（１）補助対象　22社　1,973,973千円

　（新規交付分 19社　1,741,573千円 　過年度分割払い分3社 232,400千円)　
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	1,145,872
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,145,872

	要求額
	1,973,973
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	1,973,973

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果

	


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　工場の新増設に対し、ワンストップサービスによる支援や企業投資に対する岐阜県企業立地促進事業補助金の活用により県内への企業誘致を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	指定集積業種の企業立地件数（岐阜地域）
	－
（H  ）
	7
（H20）
	22
（H22）
	32
（H24.6）
	30
（H24）
	107％


	指定集積業種の企業立地件数（西濃地域）
	－
（H　）
	15
（H20）
	26
（H22）
	33
（H24.6）
	35
（H24）
	94％


	指定集積業種の企業立地件数（中濃地域）
	－
（H　）
	17
（H20）
	29
（H22）
	37
（H24.6）
	33
（H24）
	112％


	指定集積業種の企業立地件数（東濃地域）
	－
（H　）
	15
（H20）
	22
（H22）
	30
（H24.6）
	25
（H24）
	120％


	指定集積業種の企業立地件数（飛騨地域）
	－
（H　）
	1
（H20）
	6
（H22）
	8
（H24.6）
	15
（H24）
	53％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
（１）事前相談の実施（随時）

　　　県内に進出する企業に対し、補助制度概要の説明等を実施。

（２）交付件数（予定：１２企業）

県内に進出が決定した企業に対し事業所設置に係る初期投下固定資産取得等に
対し助成を行う。



（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　雇用の創出、税源の涵養、地域経済・産業の振興が期待できる。


	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　 ○

	企業誘致の促進は、雇用機会の拡大や税収の増加につながり、県民経済の活性化や県民生活の安定化を図ることができ、事業の必要性が高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	工場立地や事業拡大を検討している企業の検討事業の実施への後押しになり、税収の増加、地元企業の競争力の向上、雇用機会の増大及び県民所得の向上による地域経済の活性化など様々な効果が期待できる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	県内への企業立地を促進するため、関係市町村及び県が連携を図り積極的な企業訪問、企業要望に対しワンストップサービスによる支援の実施を行った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
長引く円高、製造拠点の海外流出による国内産業の空洞化が進行により、企業をとりまく環境は厳しい状況が続いており、県内企業の海外流出防止、他県・海外との競争力を確保、県外企業の誘致を図る必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
大きな成長が規定できる新エネルギー・航空宇宙関連産業や景気変動の影響を受けにくい食料品・医療品関係を企業誘致のターゲットとするとともに、リスク分散のために生産拠点の再編成を検討している多くの企業に対して、岐阜県が選ばれるような提案型企業誘致を積極的に展開し、立地が決定した企業に対し、引き続き助成を実施していく。


